雇用機会拡充事業計画書記載事項・確認事項チェック
※申請にあたって、事業計画書の記載事項を事前にセルフチェック願います。

◆１．申請者概要
	項目
	チェック

	１
	必要事項が記入されているか。
	□

	２
	【創業かつ申請時に代表者が島外に居住している場合チェック】
事業計画期間内に壱岐市へ移住しているか。
	□

	３
	【事業拡大のみチェック】
既存の事業者が明確に記載されているか。
	□

	４
	週２０時間以上の雇用人数（役員を含む）が記載されているか（２０時間未満の雇用者は記載しない、雇用機会拡充事業以外の事業でも特定有人国境離島地域内の雇用者であれば記載）。
	□



◆２．雇用機会拡充事業に係る事業概要
	項目
	チェック

	１
	必要事項が記入されているか。
	□

	２
	【複数年度かつ事業拡大のみチェック】
事業拡大（設備投資を伴うもの）過年度中に選択されていないか（５年間のうち設備投資を伴う事業拡大（上限１，６００万円）は１年のみ）。
	□

	３
	事業終了日は計画している事業がすべて完了する日が記入されているか（人件費の支払いについても事業計画期間に含む）。
	□

	４
	【創業のみチェック】
創業者も含めた雇用人数を記載しているか（週２０時間未満については記載しない）。
	□

	１．既存事業の概要

	５
	【既存事業の場合チェック】
既存事業が明確に記載されているか。
	□

	２．新たに拡大する事業の概要

	６
	【新たに拡大する事業の場合チェック】
事業所の住所が決まっていない場合には候補はあるか（この段階では事業所の位置が決まっていなくても問題はないが、候補地を記載し、候補地がない場合には事業実施に支障が出ないかを確認して計画書内に記載すること）。
	□

	７
	内容が明確に記載されているか。
	□

	８
	内容に矛盾はないか。
	□

	９
	誤字脱字等はないか。
	□

	１０
	必要な許可・資格は得られているか。
	□

	１１
	雇用の必要な資格や業務内容、雇用の方法が計画書から読み取れるか。
	□

	１２
	今後拡大していく内容が記載されているか。
	□

	１３
	事業の継続性に問題はないか。
	□

	１４
	他の事業者との連携は図れているか（仕入れ・加工・販売等）。
	□

	１５
	【代表者が高齢の場合チェック】
事業の承継等についての記載がされているか。
	□

	１６
	雇用者の雇用方法（宣伝方法）が記載されているか。
	□

	１７
	本事業を行うことによる効果が記載されているか。
	□



◆３．当該年度に係る交付対象経費明細
	項目
	チェック

	１
	積算根拠が添付・記載されているか（見積書等がない場合、どのように積算したのかが記載されているか）。
	□

	２
	計画書と積算根拠に記載の金額が一致するか。
	□

	（１）設備費又はこれに係る減価償却費

	３
	交付金で導入した物品を販売することがないか（用途を記載）。
	□

	４
	【複数年度のみチェック】
過年度に購入した物品と同様のものを購入していないか（購入する場合には過年度との違いを記載）。
	□

	５
	不必要な物品を購入していないか。
	□

	６
	生き物を購入する場合、適切に管理が行えるのか（自治体として備品に該当するか）。
	□

	７
	備品とは言い難い消耗品が記載されていないか。
	□

	８
	汎用性の高い備品について、事業に必須である根拠を記載しているか。
	□

	９
	建築基準法の建築物に該当する物品が記載されていないか。
	□

	１０
	法定費用・諸経費・手数料等が含まれていないか。
	□

	１１
	事務効率化のためだけの設備費等は購入されていないか。
	□

	（２）改修費又はこれに係る減価償却費

	１２
	新築に該当するような改修や増築がないか。
	□

	１３
	私用部分の改修がなされていないか。
	□

	１４
	改修後の設備の配置や各部屋の用途等がわかる平面図が提供されているか。
	□

	（３）広告宣伝費

	１５
	効果的な広告宣伝の費用となっているか。
	□

	１６
	チラシ等を作成する場合、チラシ配布先の設置場所について記載しているか。
	□

	（４）店舗等借入費

	１７
	既に借り入れている店舗等が記載されていないか。
	□

	（５）人件費

	１８
	過年度以降の雇用者に人件費が含まれていないか。
	□

	１９
	【４月から人件費が入っている場合のみチェック】
雇用の目途は立っているのか（備考欄に記載）。
	□

	２０
	海外からの雇用者の場合、何か定住する意思を担保するものはあるか（継続的に雇用できないような雇用者の場合、人件費は対象外）。
	□

	（６）研究開発費

	２１
	交付金で導入した物品を販売することがないか（用途を記載）。
	□

	２２
	試作・研究の必要性が記載されているか。
	□

	（７）従業員の教育訓練費

	２３
	研修・視察の必要性が記載されているか（回数・旅費等含め確認）。
	□



◆４－１．事業計画に係る資金計画
	項目
	チェック

	１
	事業に必要な資金と資金調達の方法の金額が一致しているか。
	□



◆４－２．金融機関からの借入金の調達状況
	項目
	チェック

	１
	必要事項が記載されているか。
	□

	２
	【②本事業計画期間中に調達できる見込みにチェックが入っている場合】
どの部分でネック（調達の見込みが立っていないのか）を確認。
	□

	３
	【③将来的に調達する見込みにチェックが入っている場合】
交付決定前までに金融機関へ相談を行う予定か。
	□

	４
	【利子補給金を申し込むにチェックが入っている場合】
借入予定金融機関名が日本政策金融公庫からの融資となっていないか。
	□



◆４－３．事業に係る他の補助金等の利用状況
	項目
	チェック

	１
	他補助金と雇用機会拡充事業が重複して事業者に交付されることがないかを確認。
	□



◆５．事業スケジュール
	項目
	チェック

	１
	行う事業内容が明確に記載されているか。
	□

	２
	【事業計画が３年未満の事業者のみチェック】
３年目までの事業スケジュールが記載されているか。
	□



◆６．業績評価指標及び雇用達成計画
	項目
	チェック

	１
	必要事項が記載されているか。
	□

	（１）売上高

	１
	積算した金額は妥当な金額となっているか。
	□

	２
	申請概要に記載した人数と矛盾はないか。
	□
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◆その他（積算根拠書類・平面図）
	項目
	チェック

	１
	計画書に記載の金額と一致するか。
	□

	２
	手数料や人件費など交付対象外の経費については記載されていないか（記載されている場合、計画書内の交付対象経費からは除外すること）。
	□

	３
	事業に関連しない設備等が含まれていないか。
	□

	４
	妥当な積算根拠となっているか。
	□

	５
	設置したい設備が明確に読み取れるか。
	□

	６
	交付金で改修する部分に私的に使用するスペースがないか。
	□

	７
	ほぼ新築といえるような改修・増築となっていないか。
	□















